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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　充電用端子が一端に設けられた電子機器と、この電子機器を傾斜した状態で載置する載
置部およびこの載置部に前記電子機器が載置された状態で前記充電用端子が電気的に接触
する給電端子を備えた立ち上げ部を有する充電器とからなる電子機器の充電装置において
、
　前記立ち上げ部の上端部に前記給電端子の突出方向に突設した保護凸部を設け、この保
護凸部を前記立ち上げ部の前記給電端子の突出方向と直交する方向の両側部に向かって漸
次突出量が小さくなるように形成し、この保護凸部の前記両側部に充電器に載置された電
子機器の一端部の前記給電端子の突出方向と直交する方向の両側部が係合しない非係合部
を設けたことを特徴とする電子機器の充電装置。
【請求項２】
　請求項１記載の電子機器の充電装置において、
　前記保護凸部の下面の少なくとも一部に先端に向かって上方に傾斜する傾斜面を形成し
たことを特徴とする電子機器の充電装置。
【請求項３】
　請求項１または２記載の電子機器の充電装置において、
　前記載置部の両側部に前記給電端子を保護する保護壁を立設したことを特徴とする電子
機器の充電装置。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コードレス電話機の子機等の電子機器の充電装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　この種の電子機器の充電装置においては、電子機器側に設けた充電用端子と充電装置側
に設けた給電端子との接触不良を防止するために、給電端子を弾性片によって形成し充電
端子と接触する部位を充電端子側に突出させた状態で支持した構造のものがある。この構
造のものでは、電子機器を充電器に載置する際に、電子機器のケースを給電端子に接触さ
せてしまうことがあるため、電子機器のケースに傷を付けたり、給電端子を損傷させると
いった問題があった。
【０００３】
　この問題を解消するために、従来の電子機器の充電装置は、給電端子が設けられた充電
器の立ち上げ部に給電端子の突出量よりも突出したリブを設けるとともに、電子機器の充
電用端子が設けられた底部にリブに嵌合する凹部を設け、電子機器を充電器に載置する際
に、リブによって電子機器のケースが給電端子に接触しないようにしている（例えば、特
許文献１参照）。なお、本出願人は、本明細書に記載した先行技術文献情報で特定される
先行技術文献以外には、本発明に密接に関連する先行技術文献を出願時までに見付け出す
ことはできなかった。
【特許文献１】特許第３２８４１６２号公報（段落「００１５」～「００１７」、図１な
いし図４）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述した従来の電子機器の充電装置においては、電子機器が充電器に載置されていると
きは、充電器のリブが電子機器の凹部に嵌合しているため、電子機器を充電器から取り外
すときは、電子機器を一端前方側にずらしてリブと凹部との嵌合を外してから行う必要が
あり、使い勝手が悪いという問題があった。また、電子機器の底部に凹部を設けるため、
外観意匠を損ねるといった問題もあった。
【０００５】
　本発明は上記した従来の問題に鑑みなされたものであり、その目的とするところは、電
子機器のケースに傷を付けたり、給電端子を損傷させたりしないようにした上で、電子機
器を充電器から容易に取り外しができるようにして、もって使い勝手を向上させるととも
に、外観意匠を損ねることのないようにすることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　この目的を達成するために、請求項１に係る発明は、充電用端子が一端に設けられた電
子機器と、この電子機器を傾斜した状態で載置する載置部およびこの載置部に前記電子機
器が載置された状態で前記充電用端子が電気的に接触する給電端子を備えた立ち上げ部を
有する充電器とからなる電子機器の充電装置において、前記立ち上げ部の上端部に前記給
電端子の突出方向に突設した保護凸部を設け、この保護凸部を前記立ち上げ部の前記給電
端子の突出方向と直交する方向の両側部に向かって漸次突出量が小さくなるように形成し
、この保護凸部の前記両側部に充電器に載置された電子機器の一端部の前記給電端子の突
出方向と直交する方向の両側部が係合しない非係合部を設けたものである。
【０００７】
　請求項２に係る発明は、請求項１に係る発明において、前記保護凸部の下面の少なくと
も一部に先端に向かって上方に傾斜する傾斜面を形成したものである。
【０００８】
　請求項３に係る発明は、請求項１または２に係る発明において、前記載置部の両側部に
前記給電端子を保護する保護壁を立設したものである。
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【発明の効果】
【０００９】
　請求項１に係る発明によれば、立ち上げ部の上端部に給電端子の突出方向に突設した保
護凸部を設けたことにより、電子機器を充電器に載置する際に、電子機器のケースの給電
端子への接触を規制することができるため、電子機器のケースに傷を付けたり、給電端子
を損傷させたりすることがない。また、充電器に載置された電子機器を長手方向を回動軸
として回動させると、電子機器の一端面の側部が保護凸部の非係合部から外れ、もって電
子機器を充電器の載置部から取り外すことができるため使い勝手が向上する。
【００１０】
　請求項２に係る発明によれば、保護凸部の下面の少なくとも一部を先端に向かって上方
に傾斜させたことにより、載置部と直交する方向に電子機器を取り外す場合に保護凸部の
下面が取り外しのための案内部として機能するから、電子機器を充電器から容易に取り外
すことができるため使い勝手が向上する。また、電子機器に給電端子１８との接触を規制
するための凹部や凸部を設ける必要がないから外観意匠を損なうようなことがない。

                                                                                
【００１１】
　請求項３に係る発明によれば、保護壁を設けたことにより、電子機器を載置部と平行な
方向から載置する際に、電子機器のケースの給電端子への接触を規制することができるた
め、電子機器のケースに傷を付けたり、給電端子を損傷させたりすることがない。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下、本発明の実施の形態を図に基づいて説明する。図１は本発明に係る電子機器の充
電装置が適用されたコードレス電話装置の外観斜視図、図２は同じく送受話器を載置した
状態を示す平面図、図３は図２におけるIII-III 線断面図、図４は同じく送受話器を載置
するときの状態を示す側面図、図５は同じく送受話器を載置するときの要部を拡大して示
す断面図である。
【００１３】
　図１に全体を符号１で示すコードレス電話装置は、筺体本体２と、この筺体本体２との
間で無線によって通信に必要な制御信号のやり取りを行う電子機器としての送受話器３と
によって構成されている。送受話器３は、図４に示すように、一端側に送話口４が設けら
れ、他端側に受話口５ａを形成した受話用凸部５が突設され、これら送話口４と受話用凸
部５との間にはダイヤルボタン６と機能ボタン７が設けられており、一端面３ａには図３
に示すように充電用端子８が設けられている。
【００１４】
　筺体本体２は共にプラスチックによって底が浅く一面が開口したアッパーケース１０と
ロアーケース１１とからなり、両ケース１０，１１の互いの開口端を突き合わせて結合す
ることによって略密閉状態に形成されている。アッパーケース１０の上面板１２の図１中
右側にはダイヤルボタン１３と機能ボタン１４とが設けられており、上面板１２の左側に
は送受話器３を載置する載置部１５が設けられ、この載置部１５の矢印Ａ側には送受話器
３の受話用凸部５を載置する凹部１６が設けられている。
【００１５】
　載置部１５の矢印Ｂ側の端部には、図３に示すようにこの載置部１５と略直交して一体
に立設された立ち上げ部１７が設けられており、この立ち上げ部１７には、載置部１５に
送受話器３が載置された状態で充電用端子８が電気的に接続する給電端子１８が設けられ
ている。１９は立ち上げ部１７と共に給電端子１８を収納する収納空間を形成する収納壁
であって、アッパーケース１０の載置部１５に一体に立設されている。給電端子１８は、
図５に示すように、基部がロアーケース１１に一体に突設した突子２１に取り付けられて
おり、上部に湾曲形成した接点部１８ａが立ち上げ部１７に形成した窓１７ａから矢印Ａ
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方向に突出している。
【００１６】
　立ち上げ部１７の上端部には、給電端子１８の接点部１８ａの突出方向、すなわち矢印
Ａ方向に本願発明の特徴である保護凸部２５が接点部１８ａの突出量と略同じ突出量だけ
突設するように一体に設けられており、この保護凸部２５の下面全体には先端に向かって
（矢印Ａ方向）上方に傾斜する傾斜面２５ａが形成されている。この保護凸部２５の先端
は、図２に示すように、立ち上げ部１７の両側部に向かって漸次突出量が小さくなるよう
に湾曲形成されており、この保護凸部２５の両側部に、載置部１５に載置された状態の送
受話器３の一端面３ａの両側部が係合しない非係合部２５ｂ，２５ｂが設けられている。
【００１７】
　また、載置部１５の矢印Ｂ方向の端部の両側部には、一対の保護壁２６，２６が一体に
立設されており、これら保護壁２６は、図５に示すように、給電端子１８の接点部１８ａ
よりも突出している。図３において、２７はロアーケース１１の底部に設けられたスタン
ドであって、このスタンド２７とロアーケース１１の底部に設けたゴム足２８とによって
コードレス電話装置１を机等に載置すると、載置部１５が矢印Ｂ方向を下方に傾斜した状
態となる。この状態で、載置部１５に送受話器３を載置すると、図３に示すように、送受
話器３の一端面３ａの上端３ｂが保護凸部２５の傾斜面２５ａに対向するとともに一端面
３ａが立ち上げ部１７に対接し、充電用端子８が給電端子１８の接点部１８ａに電気的に
接続される。
【００１８】
　この状態から送受話器３を把持し載置部１５から送受話器３を載置部１５と直交する方
向に取り上げると、送受話器３の一端面３ａの上端３ｂが、図３に示すように、保護凸部
２５の傾斜面２５ａに対接し、この傾斜面２５ａに案内されて送受話器３の一端面３ａと
保護凸部２５との係合が外れるため、送受話器３を載置部１５から容易に取り外すことが
できる。また、保護凸部２５の両側部に送受話器３の一端面３ａの両側部が係合しない非
係合部２５ｂ，２５ｂが設けられているため、載置部１５に載置された送受話器３を、図
２に示すように、送受話器３の長手方向の回動軸Ｌ１を中心として回動させながら取り上
げる場合にも、送受話器３を載置部１５から容易に取り外すことができる。すなわち、送
受話器３を把持し回動軸Ｌ１を中心として回動させると、送受話器３の一端面３ａの一方
の側部が非係合部２５ｂから外れるから、さらに送受話器３を回動させると、湾曲形成さ
れた保護凸部２５の先端面に送受話器３の一端面３ａが案内されるため、送受話器３を載
置部１５から容易に取り外すことができる。
【００１９】
　次に、送受話器３を載置部１５と直交する方向から載置する場合は、図５に示すように
、立ち上げ部１７の上端部に保護凸部２５が突設されているため、送受話器３の一端面３
ａの下端３ｃとが給電端子１８の接点部１８ａとの接触が規制される。このため、送受話
器３の表面に傷を付けたり、給電端子１８の接点部１８ａを損傷させたりするのを防止す
ることができる。
【００２０】
　また、送受話器３を載置部１５と平行な方向から載置する場合には、図５に示すように
、載置部１５の両側部に側面視において給電端子１８の接点部１８ａより突出した一対の
保護壁２６，２６が一体に立設されているため、送受話器３の一端面３ａの給電端子１８
の接点部１８ａへの接触が規制される。このため、送受話器３の表面に傷を付けたり、給
電端子１８の接点部１８ａを損傷させたりするのを防止することができる。
【００２１】
　図６ないし図８は本発明の第２の実施の形態を示し、図６は本発明に係る電子機器の充
電装置の平面図で、送受話器を載置した状態を示し、図７は図６におけるVII-VII 線断面
図、図８は同じく送受話器を載置するときの要部を拡大して示す断面図である。図７に全
体を符号３０で示す充電器は、アッパーケース３１とこのアッパーケース３１の底部側に
結合されたロアーケース３２と、このロアーケース３２の底部とアッパーケース３１の矢
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印Ｂ側の端部とに結合されたスタンド３３とによって形成されている。
【００２２】
　アッパーケース３１には、送受話器３の背面部を載置し、スタンド３３によって矢印Ｂ
方向が下方に傾斜する載置部３５ａ，３５ｂが設けられており、載置部３５ａの矢印Ｂ方
向の端部には載置部３５ａと略直交する立ち上げ部３６が立設されている。この立ち上げ
部３６の中央部には給電端子１８が突出する窓３６ａが設けられており、上端には給電端
子１８の接点部１８ａの突出方向、すなわち矢印Ａ方向に突出した保護凸部３７が設けら
れている。この保護凸部３７の下面には、先端（矢印Ａ方向）に向かって上方に傾斜した
傾斜面３７ａが平面視において左右方向の中央部とその両側の３箇所に部分的に設けられ
ており、この保護凸部３７の先端は、図６に示すように、立ち上げ部３６の両側部に向か
って漸次突出量が小さくなるように湾曲形成され、この保護凸部３７の両側部に載置部３
５ａ，３５ｂに載置された状態の送受話器３の一端面３ａの両側部が係合しない非係合部
３７ｂ，３７ｂが設けられている。
【００２３】
　３８は立ち上げ部３６と共に給電端子１８を収納する収納空間を形成する収納壁であっ
て、アッパーケース３１に形成されている。載置部３５ａの両側部には、一対の保護壁３
９，３９が一体に立設されており、これら保護壁３９は、図８に示すように、給電端子１
８の接点部１８ａよりも突出している。このように、構成されていることにより、載置部
３５ａ，３５ｂに送受話器３の背面部を載置すると、図７に示すように、送受話器３の一
端面３ａの下端（図中では上端）３ｃが保護凸部３７の傾斜面３７ａに対向するとともに
、一端面３ａが立ち上げ部１７に対接し、充電用端子８が給電端子１８の接点部１８ａに
電気的に接続される。
【００２４】
　この状態から送受話器３を把持し載置部３５ａ，３５ｂから送受話器３を載置部３５ａ
，３５ｂと直交する方向に取り上げると、送受話器３の一端面３ａの下端３ｃが保護凸部
３７の傾斜面３７ａに対接し、図７に示すように、一端面３ａの下端３ｃが下面２５ａに
案内されて下面２５ａと下端３ｃとの係合が外れるため、送受話器３を載置部３５ａ，３
５ｂから容易に取り外すことができる。また、保護凸部３７の両側部に送受話器３の一端
面３ａの両側部が係合しない非係合部３７ｂ，３７ｂが設けられているため、載置部３５
ａ，３５ｂに載置された送受話器３を、図６に示すように、送受話器３の長手方向の回動
軸Ｌ２を中心として回動させながら取り上げる場合にも、送受話器３を載置部３５ａ，３
５ｂから容易に取り外すことができる。すなわち、送受話器３を把持し回動軸Ｌ２を中心
として回動させると、送受話器３の一端面３ａの一方の側部が非係合部３７ｂから外れる
から、さらに送受話器３を回動させると、湾曲形成された保護凸部３７の先端面に送受話
器３の一端面３ａが案内され送受話器３を載置部３５ａ，３５ｂから容易に取り外すこと
ができる。
【００２５】
　次に、送受話器３を載置部３５ａと直交する方向から載置する場合は、図８に示すよう
に、立ち上げ部３６の上端に保護凸部３７が設けられているため、この保護凸部３７によ
って送受話器３の一端面３ａの上端（図中下端）３ｂの給電端子１８の接点部１８ａへの
接触が規制される。このため、送受話器３の表面に傷を付けたり、給電端子１８の接点部
１８ａを損傷させたりするのを防止することができる。
【００２６】
　また、送受話器３を載置部３５ａ，３５ｂと平行な方向から載置する場合には、図８に
示すように、載置部３５ａの両側部に一対の保護壁３９，３９が一体に立設されているた
め、送受話器３の一端面３ａの給電端子１８の接点部１８ａへの接触が規制される。この
ため、送受話器３の表面に傷を付けたり、給電端子１８の接点部１８ａを損傷させたりす
るのを防止することができる。また、送受話器３側に給電端子１８の接点部１８ａとの接
触を規制するための凹部や凸部を設ける必要がないため、外観意匠を損ねることがない。
【００２７】
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　なお、本実施の形態においては、保護凸部２５，３７に傾斜面２５ａ，３７ａと非係合
部２５ｂ，３７ｂとの両方を設けたが、少なくともどちらか一方を設ければ送受話器３を
載置部１５，３５ａから容易に取り外すことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明に係る電子機器の充電装置が適用されたコードレス電話装置の外観斜視図
である。
【図２】本発明に係る電子機器の充電装置が適用されたコードレス電話装置において、送
受話器を載置した状態を示す平面図である。
【図３】図２におけるIII-III 線断面図である。
【図４】本発明に係る電子機器の充電装置が適用されたコードレス電話装置において、送
受話器を載置するときの状態を示す側面図である。
【図５】本発明に係る電子機器の充電装置が適用されたコードレス電話装置において、送
受話器を載置するときの要部を拡大して示す断面図である。
【図６】本発明の第２の実施の形態に係る電子機器の充電装置の平面図である。
【図７】図６におけるVII-VII 線断面図である。
【図８】本発明の第２の実施の形態において、送受話器を載置するときの要部を拡大して
示す断面図である。
【符号の説明】
【００２９】
　１…コードレス電話装置、２…筺体本体、３…送受話器、３ａ…一端面、８…充電用端
子、１５…載置部、１７，３６…立ち上げ部、１８…給電端子、２５，３７…保護凸部、
２５ａ，３７ａ…傾斜面、３０…充電器、３５ａ，３５ｂ…載置部。
                                                                                

【図１】 【図２】
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